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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　符号分割多元接続通信システムにおける方法であって、
　前記方法は、
　受信された通信チャンネルの搬送波対干渉比（Ｃ／Ｉ）を決定することと、
　前記受信された通信チャネルの前記Ｃ／Ｉの変化のレートを決定することと、
　前記決定されたＣ／Ｉに基づいて、前記通信チャンネルの最小利得レベルを決定するこ
とと、
　前記Ｃ／Ｉの前記変化のレートに基づいて、前記通信チャンネルの利得マージンを決定
することと、
　前記通信チャンネルを介した受信機へのデータ送信のために、前記最小利得レベルと前
記利得マージンとに基づいて、前記通信チャンネルの利得レベルを決定することと、
　を備える。
【請求項２】
　前記決定された利得マージンの大きさは、前記Ｃ／Ｉの前記決定された変化のレートの
大きさに比例する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記通信チャンネルを介して、前記決定された利得レベルで前記受信機にデータを送信
することをさらに備えた、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
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　前記通信チャンネルの移動度レベルを決定することと、
　前記決定された移動度レベルが移動度閾値に適合するか否かを決定することと、
　をさらに備え、
　前記通信チャンネルの前記利得マージンの決定は、前記決定された移動度レベルが前記
移動度閾値に適合するか否かに基づく、
　請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記送信は、符号分割多元接続通信に従う、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　符号分割多元接続通信システムにおける装置であって、
　前記装置はコントローラを備え、
　前記コントローラは、
　受信された通信チャンネルの搬送波対干渉比（Ｃ／Ｉ）を決定し、
　前記受信された通信チャネルの前記Ｃ／Ｉの変化のレートを決定し、
　前記決定されたＣ／Ｉに基づいて、前記通信チャンネルの最小利得レベルを決定し、
　前記Ｃ／Ｉの前記変化のレートに基づいて、前記通信チャンネルの利得マージンを決定
し、
　前記通信チャンネルを介した受信機へのデータ送信のために、前記最小利得レベルと前
記利得マージンとに基づいて、前記通信チャンネルの利得レベルを決定するように構成さ
れる。
【請求項７】
　前記利得マージンの決定は、前記Ｃ／Ｉの前記決定された変化のレートの大きさに比例
して前記決定された利得マージンの大きさを決定することを含む、請求項６に記載の装置
。
【請求項８】
　前記通信チャンネルを介して、前記受信機に前記決定された利得レベルでデータを送信
するための送信機をさらに備えた、請求項６に記載の装置。
【請求項９】
　前記コントローラは、さらに、
　前記通信チャンネルの移動度レベルを決定し、
　前記決定された移動度レベルが移動度閾値に適合するか否かを決定するように構成され
、
　前記通信チャンネルの前記利得マージンの決定は、前記決定された移動度レベルが前記
移動度閾値に適合するか否かに基づく、
　請求項６に記載の装置。
【請求項１０】
　前記送信機は符号分割多元接続通信に従って送信するように構成された、請求項６に記
載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、通信の分野に関し、特に、セルラ通信システムにおける通信に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）通信システムにおいて、ユーザによる過度の送信は、シ
ステム容量の低減に加えて他のユーザに対する干渉の原因となり得る。従って、システム
の様々なユーザによって送信される通信チャンネルのパワーレベル及び／又はデータレー
トは、受信端で適切な品質の受信をさせながらも、干渉レベルを制御するために且つ適切
なシステム容量を維持するために制御される。通信チャンネルのパワーレベル及び／又は
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データレートは、通信チャンネルの利得レベルを確立することができる。通信サービスは
、ディジタル化された音声、靜又は動画像、文字メッセージ及び他の形式のデータの無線
送信を含んでもよい。このような通信サービスは、種々のレベルの品質で且つ種々のレベ
ルの移動度で、必要とされることができる。
【発明の開示】
【０００３】
　他のことと同様にこの目的のために、通信システムにおける種々のレベルの移動度で、
通信チャンネルのパワーレベル及び／又はデータレートの効率的な制御の必要がある。
【０００４】
［概要］
　符号分割多元接続通信システムにおける、方法及び伴う装置は、種々のレベルの移動度
で、通信チャンネルの利得レベルを制御することを提供する。本発明の種々の側面に従っ
て、受信器で受信される通信チャンネルの搬送波対干渉比（Ｃ／Ｉ）の変化のレートが、
決定される。Ｃ／Ｉの変化のレートは、通信チャンネルによって経験を積んだ移動度レベ
ルに直接に関係することができる。そういうものとして、実施形態に従って、通信チャン
ネルの利得レベルは、通信チャンネルのＣ／Ｉの変化のレートに基づいてもよい。従って
、通信サービスは、種々のレベルの移動度で、効率的なチャンネルデータレート及び／又
はパワーレベルで提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００５】
　本発明の特徴、目的、及び利点は、同様な参照文字が全体に亘って対応して識別する図
面と共に取り入れられるとき、以下に述べる詳細な説明からより明らかになるであろう。
【０００６】
　本発明の種々の実施形態は、米国通信工業会（Telecommunication Industry Associati
on）（ＴＩＡ）によって出版された種々の標準に開示され且つ記載された符号分割多元接
続（ＣＤＭＡ）技術に従って、無線通信のためのシステムに組み込まれてもよい。このよ
うな標準は、ＴＩＡ／ＥＩＡ‐９５標準、ＴＩＡ／ＥＩＡ‐ＩＳ‐２０００標準、ＩＭＴ
‐２０００標準及びＷＣＤＭＡ標準、この中に参照文献として組み込まれている全てを含
む。この中に参照文献として組み込まれた、“ＴＩＡ／ＥＩＡ／ＩＳ‐８５６　ｃｄｍａ
高レートパケットデータ大気インタフェース仕様書”と題する文書に記載されたデータの
通信のためのシステムは、特に、本発明の種々の実施形態を組み込むことが可能である。
標準の複写は、宛先：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．３ｇｐｐ２．ｏｒｇでワールドワイドウェ
ブに接続するか、又はアメリカ合衆国、ＶＡ２２２０１、アーリントン、ウィルソン大通
２５００、標準及び技術省、ＴＩＡ（TIA,Standards and Technology Department,2500 W
ilson Boulevard,Arlington,VA 22201,United States of America）に手紙を出すことに
よって入手することができる。ＷＣＤＭＡ標準として、一般に、識別され、この中に参照
文献として組み込まれた標準は、バルボンヌ‐フランス、リュシオール‐ソフィア・アン
ティポリ街道６５０、３ＧＰＰ支援事務局（3GPP Support Office,650 Route des Luciol
es-Sophia Antipolis,Valbonne-France）と連絡をとることによって入手することができ
る。
【０００７】
　一般に述べると、新規で且つ改良された方法及び伴う装置は、ＣＤＭＡ通信システムに
おける種々のレベルの移動度で、通信チャンネルのパワーレベル及び／又はデータレート
を効率的に制御することを提供する。この中に説明される１つ以上の例示的実施形態は、
ディジタル無線データ通信システムという文脈の中で述べられている。この文脈の中での
使用は、利点があるのだが、本発明の様々な実施形態は、様々な環境又は構成に組み込ま
れてもよい。一般に、この中に説明される種々のシステムは、ソフトウェア制御プロセッ
サ、集積回路、又は個別論理回路を使用して形成されてもよい。適用分野全体に亘って参
照されてもよいデータ、手順、命令、情報、信号、シンボル、及びチップは、電圧、電流
、電磁波、磁場若しくは磁粒子（magnetic fields or particles）、光場若しくは光粒子
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（optical fields or particles）、又はそれらの組合せによって、有利に表される。更
に、各ブロック図に示されるブロックは、ハードウェア又は方法ステップを表してもよい
。
【０００８】
　図１は、本発明の種々の実施形態を組み込みながらも、任意の符号分割多元接続（ＣＤ
ＭＡ）通信システム標準に従って、動作することが可能な通信システム１００の一般的な
ブロック図である。通信システム１００は、音声、データ又はその両方の通信のためのも
のであってもよい。一般に、通信システム１００は、移動局１０２‐１０４のような多数
の移動局の間、並びに移動局１０２‐１０４と公衆交換電話及びデータ網１０５との間の
通信リンクを与える基地局１０１を含む。基地局１０１は、移動局制御器、基地局制御器
及び無線周波数トランシーバのような多数の構成要素を含んでもよい。簡単化するために
、このような構成要素は、図示されていない。基地局１０１は、他の基地局（図示されて
いない）とも通信してもよい。基地局１０１は、順方向リンクを介して各移動局１０２‐
１０４と通信する。順方向リンクは、基地局１０１から送信される順方向リンク信号によ
って維持されることができる。移動局１０２‐１０４を目標にした順方向リンク信号は、
順方向リンク信号１０６を形成するために合計されてもよい。順方向リンク信号１０６を
受信する移動局１０２‐１０４の各々は、そのユーザを目標にした情報を抽出するために
順方向リンク信号１０６を復号する。
【０００９】
　移動局１０２‐１０４は、対応する逆方向リンクを介して基地局１０１と通信する。各
逆方向リンクは、逆方向リンク信号１０７‐１０９のような逆方向リンク信号によって、
それぞれ移動局１０２‐１０４のために維持される。移動局１０２‐１０４の各々は、基
地局１０１へパイロットチャンネルを送信してもよい。移動局から送信されたパイロット
チャンネルは、同じ移動局から送信された逆方向リンク信号によって搬送された情報を復
調するために使用されてもよい。パイロットチャンネルの用途及び動作は、よく周知であ
る。順方向及び逆方向リンクを介して通信するための送信器及び受信器は、各移動局１０
２‐１０４及び基地局１０１に含まれる。送信器のための種々のブロック図は、ＩＳ‐９
５、ＩＳ‐２０００、ＩＭＴ‐２０００、ＷＣＤＭＡ及びＩＳ‐８５６標準に示され且つ
説明されている。
【００１０】
　図２は、順方向リンク上の通信のために使用されることができる実施形態に従って、順
方向チャンネル構造２００を図示する。順方向チャンネル構造２００は、パイロットチャ
ンネル２０１、中間接続（medium access）チャンネル（ＭＡＣ）２０２、トラフィック
チャンネル２０３及び制御チャンネル２０４を含んでもよい。ＭＡＣチャンネル２０２は
、逆方向活動度（reverse activity）チャンネル２０６及び逆方向パワー制御チャンネル
２０７を含んでもよい。逆方向活動度チャンネル２０６は、逆方向リンク上の活動度レベ
ルを表示するために使用される。逆方向パワー制御チャンネル２０７は、そのパワーレベ
ルで移動局が逆方向リンク上を送信することができるパワーレベルを制御するために使用
される。
【００１１】
　図３は、実施形態に従って、逆方向リンク上の通信のために使用されてもよい逆方向チ
ャンネル構造３００を図示する。逆方向チャンネル構造３００は、接続チャンネル３５０
及びトラフィックチャンネル３０１を含む。接続チャンネル３５０は、パイロットチャン
ネル３５１及びデータチャンネル３５３を含む。トラフィックチャンネル３０１は、パイ
ロットチャンネル３０４、ＭＡＣチャンネル３０３、承認（ＡＣＫ）チャンネル３４０及
びデータチャンネル３０２を含む。ＭＡＣチャンネル３０３は、逆方向リンクデータレー
ト表示器チャンネル３０６及びデータレート制御チャンネル３０５を含む。ＡＣＫチャン
ネル３４０は、データのパケットが移動局で首尾よく復号されたかどうかを伝達するため
に使用される。逆方向レート表示器チャンネル３０６は、そのレートで移動局が目下送信
しているレートを表示するために使用される。データレート制御チャンネル３０５は、移
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動局が要望し、及び／又は順方向リンク上で受信しているデータレートを表示する。
【００１２】
　図４は、ＣＤＭＡ信号を処理するために使用される受信器４００のブロック図を図示す
る。受信器４００は、受信された信号によって搬送される情報を抽出するために、受信さ
れた信号を復調する。受信（Ｒｘ）標本は、ＲＡＭ４０４に蓄積されてもよい。受信標本
は、無線周波数／中間周波数（ＲＦ／ＩＦ）システム４９０及びアンテナシステム４９２
によって発生させられる。アンテナシステム４９２は、ＲＦ信号を受信し、ＲＦ信号をＲ
Ｆ／ＩＦシステム４９０へ手渡す。ＲＦ／ＩＦシステム４９０は、任意の従来のＲＦ／Ｉ
Ｆ受信器であってもよい。受信されたＲＦ信号は、濾波され、ダウンコンバートされ且つ
ベースバンド周波数でＲＸ標本を形成するためにディジタル化される。標本は、多重分離
器（ｄｅｍｕｘ）４０２へ供給される。ｄｅｍｕｘ４０２の出力は、検索器（searcher）
ユニット４０６及びフィンガ（finger）要素４０８へ供給される。制御ユニット４１０は
、それらに結合される。結合器（combiner）４１２は、復号器４１４をフィンガ要素４０
８に結合する。制御ユニット４１０は、ソフトウェアによって制御されるマイクロプロセ
ッサであってもよく、同一の集積回路上又は別個の集積回路上に設置されてもよい。復号
器４１４における復号機能は、帰還との連結の有無を問わないソフト出力ビタビアルゴリ
ズムに従ってもよい。
【００１３】
　動作中に、受信標本は、ｄｅｍｕｘ４０２へ供給される。Ｄｅｍｕｘ４０２は、標本を
検索器ユニット４０６及びフィンガ要素４０８へ供給する。制御ユニット４１０は、検索
器ユニット４０６からの検索結果に基づいて、様々な時間オフセットで受信された信号の
復調を行うために、フィンガ要素４０８を形成する。復調の結果は、組合わされ、復号器
４１４へ手渡される。復号器４１４は、データを復号し、復号されたデータを出力する。
チャンネルの逆拡散は、受信された標本を、単一のタイミング仮説においてＰＮ列の複素
共役及び割当てられたウォルシュ関数で乗ずることによって、且つしばしば複合体及びダ
ンプ累算器回路（integrate and dump accumulator circuit）（図示されていない）を用
いて結果としての標本をディジタルに濾波することによって、行われる。このような技術
は、普通、技術的に周知である。受信器４００は、逆方向及び順方向リンク信号上の情報
を復号するために使用されてもよい。
【００１４】
　相互関係処理が開始される度に、検索器４０６及びフィンガ要素４０８は、タイミング
仮説及び位相オフセットを試験するためのパイロットチャンネルの復調を決定するために
改めて開始してもよい。検索器４０６若しくはフィンガ要素４０８又は組合わされた検索
器４０６及びフィンガ要素４０８は、各受信された信号に対する搬送波対干渉比（Ｃ／Ｉ
）を決定してもよい。比Ｅｂ／Ｉは、比Ｃ／Ｉと同義であり得る。比Ｅｂ／Ｉは、データ
シンボルの単位又はデータビット当りの干渉に亘る搬送波エネルギーの計量単位である。
従って、Ｃ／ＩとＥｂ／Ｉとは、若干の点で交換可能であり得る。干渉は、一般に、干渉
のパワースペクトル密度及び熱雑音として規定されてもよい。
【００１５】
　受信端で適切な受信をさせながらも、干渉を制御し且つ適切なシステム容量を維持する
ために、システムは、各送信源からの各送信されるチャンネルの利得レベルを制御する。
各チャンネルの利得レベルは、チャンネルデータレート若しくはパワーレベル又はデータ
レート及びパワーレベルの両方を調節することによって、調節されてもよい。チャンネル
の利得レベルは、送信器での符号化された情報のデータレート及びそのパワーレベルでチ
ャンネルが信号を介して送信されるパワーレベルに基づく。一般に、高いデータレートで
のチャンネルは、干渉に打ち勝つためにより高いパワーレベルを要求する。低いデータレ
ートでのチャンネルは、同じ干渉レベルに打ち勝つためにより少ないパワーを要求する。
従って、チャンネルの利得は、パワーレベル、データレート又はパワーレベル及びデータ
レートの両方を調節することによって、調節されてもよい。
【００１６】
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　信号のパワーレベルを制御するための種々のパワー制御方式及びチャンネルのデータレ
ートを制御するための種々の方式は、周知である。この中に参照文献として組み込まれた
種々の標準は、信号のパワーレベル及びチャンネルのデータレートを制御するための１つ
以上の方式を提供する。チャンネルのパワーレベルは、２つの独立したパワー制御ループ
、即ち開ループ及び閉ループによって制御されてもよい。開ループパワー制御は、送信器
と適切な通信リンクを維持するための受信器の要求に基づく。データレート調節は、一般
に、受信端での受信品質を可とするために、且つサービスエリア（coverage area）にお
ける干渉を制御するためである。帰還品質測定値が貧弱な受信を表示するとき、データレ
ートは、受信の品質を向上させるために且つ干渉の効果に打ち勝つために、パワーレベル
を一定に保ちながらも、低下させてもよい。データレートは、他のユーザにより高いデー
タレートで通信を受信させるためにも、低下させられてもよい。
【００１７】
　この中に参照文献として組み込まれた、少なくとも１つのＣＤＭＡスペクトル拡散シス
テム標準に従って、移動局は、符号チャンネルの特質によって出力パワーレベルを調節し
てもよい。移動局は、符号チャンネルパワーレベル及び逆方向パイロットチャンネルパワ
ーレベルの間のパワーレベル比を維持し得る。その比は、符号チャンネルに使用されるデ
ータレートに従って、設定されてもよい。一般に、表は、その値を様々なデータレートで
その比にあてがう。その比は、一般に、より高いデータレートを求めて増加する。１以下
の比も可能である。１に等しい比で、パワー制御ループによって設定されるようにパイロ
ットチャンネルのパワーレベルは、符号チャンネルのパワーレベルに等しい。トラフィッ
クチャンネル上でデータの送信中に、データレート及びトラフィックチャンネルパワーレ
ベルは、調節され得る。一旦、差し支えないデータレートが選択されると、逆方向リンク
パイロットパワーレベルに関して対応するチャンネルパワーは、トラフィックチャンネル
パワーレベルを設定するために使用される。
【００１８】
　データモードにおいて、基地局は、通信リンクを様々なデータレートで非常に多数の移
動局へ提供していてもよい。例えば、順方向リンクに接続された状態の１つの移動局は、
低いデータレートでデータを受信していてもよく、もう１つの移動局は、高いデータレー
トでデータを受信していてもよい。逆方向リンク上で、基地局は、様々な移動局から多数
の逆方向リンク信号を受信していてもよい。独立の順方向リンク測定に基づいて、移動局
は、基地局からの所望のデータレートを要請してもよい。所望の順方向リンクデータレー
トは、データレート制御（ＤＲＣ）チャンネル３０５を介して基地局へ伝達され得る。デ
ータレートも、明白な計量に基づいて基地局によって選択されてもよい。その計量は、パ
ワー制御サブチャンネルの送信パワーレベル及び／又は１つ以上の順方向トラフィックチ
ャンネルの送信パワーレベルを含んでもよい。基地局は、要請されたデータレートで順方
向リンクデータ転送を提供しようと試みる。
【００１９】
　チャンネルパワーレベル及びデータレートの調節を通じて送信器によって設定されるよ
うにチャンネルの利得レベルは、受信端で受信される信号のＣ／Ｉレベルに基づいてもよ
い。受信器４００は、説明したように、各受信される信号のＣ／Ｉレベルを測定してもよ
い。受信器は、送信器へＣ／Ｉ測定値を通知する。送信器は、通知されたＣ／Ｉを目標Ｃ
／Ｉ閾値と比較した後、受信器での目標Ｃ／Ｉを維持するために、チャンネルのチャンネ
ル利得レベルを調節する。送信器及び受信器の間の信号は、受信器で受信されている前に
、種々のフェージング状態を伴ってチャンネルを通して伝播し得る。Ｃ／Ｉレベルは、レ
ベルを次から次へと間断なく変化することができる。チャンネルの利得レベルを制御する
ために使用される制御ループは、フレーム誤りレートが適切なレベルに維持されるような
Ｃ／Ｉ目標閾値レベルを使用してもよい。Ｃ／Ｉ目標閾値は、通知する時刻及び信号の実
際の送信時間の間のチャンネルにおける変動を説明するためのチャンネルＣ／Ｉ状態の通
知をする後の少なくともある期間に亘り、適切なフレーム誤りレートを維持するために、
調節されたチャンネル利得が、最低にて要求されたレベル（minimally required level）
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の上のレベルであるように、選択され、維持され得る。そういうものとして、チャンネル
利得は、最低レベルプラスマージン（margin）に維持される。
【００２０】
　Ｃ／Ｉレベルが測定され且つ通知されるときの時刻、及びチャンネル利得レベルが続い
て選択され且つ送信器から送信されるときの時刻の間に遅延があり得る。そのように、フ
ェージングチャンネル状態において、チャンネル利得を最低レベルを越えさせることによ
って、フレーム誤りレートは、殆どいつも予測的な方法で、適切なレベルに維持される。
過度の利得マージンは、通信を、より低いデータレートに、より高いパワーレベルに、又
は最低利得レベルに関してその両方にさせる。低いデータレートでの通信は、高いデータ
レートでの通信より少ないパワーを要求する。従って、データレートを変化させることに
よって利得マージンを加算するために、データレートは、パワーレベルを不変に保ちなが
らも、低下させられるかも知れない。デーレートが同じレベルに維持されるならば、チャ
ンネル利得は、パワーレベルを増加させることによって、増加することができる。パワー
レベル及びデータレートは、利得マージンに対応するより高いチャンネル利得を実現する
ために、変化させられてもよい。
【００２１】
　図５を参照すると、グラフ５００は、チャンネルＣ／Ｉ状態５０２及び時間に関して最
低の要求されたチャンネル利得（minimum required channel gain）５０１の例を描写す
る。最低の要求されたチャンネル利得５０１は、例えば、受信器でのチャンネルＣ／Ｉ状
態５０２が送信器及び受信器の間の適切な通信リンクを維持するためには充分である。チ
ャンネルの利得は、チャンネルＣ／Ｉ状態が底点にあるとき、尖頭レベルにある。時刻５
９１で、受信器への送信のためのチャンネルの利得は、利得レベル５０４に設定されても
よい。時刻５９１で、最低利得レベル５０１及び選択された利得レベル５０４の間の過度
なマージン５９０は、チャンネルに亘る通信を、少なくともある期間に亘って、最高フェ
ージング状態下の適切なフレーム誤りレートにさせる。過度な利得マージンを受け入れる
ことによって、選択された利得レベル５０４は、例えば、少なくともある期間５５０に亘
って、送信器及び受信器の間の適切な通信を維持するためには充分である。過度なマージ
ンは、チャンネルＣ／Ｉ状態が期間５５０の間に低下するならば、保護を与える。チャン
ネルＣ／Ｉ状態が期間５５０の間に向上するならば、こうしてより低い利得レベルを要求
し、効果的な過度なマージンは、実質的には、選択された過度な利得マージン５０４より
高くなる。そういうものとして、受信器は、最高チャンネル状態下の適切なフレーム誤り
レートで受信することが可能である。
【００２２】
　時刻５９２で、過度なマージン５９０は、ある期間５５１に亘り、チャンネル状態を変
化させることに対して保護をさせる。期間５５１は、チャンネル状態が変化しているレー
トにより、期間５５０より短い。チャンネル状態は、期間５５１より遅い速さで期間５５
０の間に変化している。時刻５９３で、過度のマージン５９０は、よりずっと長い時間に
亘るチャンネル状態における任意の変化に対して保護を与える。時刻５９３での対応する
Ｃ／Ｉチャンネル状態は、こうして、実際の送信時間で、より低いチャンネル利得を要求
するように向上している。チャンネルＣ／Ｉ状態が変化するレートは、送信器及び受信器
が互いに離れている速さ及び／又は伝播チャンネルが変化しているレートと直接の相互関
係を有する。
【００２３】
　一般的にいうと、本発明の種々の側面は、種々の状態での通信の効率的な利得制御に備
える。符号分割多元接続通信システム１００において、受信器４００で受信される通信チ
ャンネルの搬送波対干渉比（Ｃ／Ｉ）の変化のレートは、決定される。実施形態に従って
、送信器での通信チャンネルの利得レベルは、通信チャンネルのＣ／Ｉの変化のレートに
基づいてもよい。図５を参照するのだが、例えば、時刻５９１でのＣ／Ｉの変化のレート
は、時刻５９２及び５９３での変化のレートとは異なる。Ｃ／Ｉの変化のレートが正であ
るならば、利得マージンは、実施形態に従って、通信チャンネルの送信のための最終の利



(8) JP 4234591 B2 2009.3.4

10

20

30

40

50

得レベルを形成するために、通信チャンネルの利得レベルから減算される。Ｃ／Ｉの変化
のレートが正であるとき、チャンネル状態は、向上している。例えば、Ｃ／Ｉの変化のレ
ートは、時刻５９３で正である。Ｃ／Ｉは、時刻５９３では増加している。従って、時刻
５９３で、実施形態に従って、利得マージンは、通信チャンネルの送信のための最終の利
得レベルを形成するために、通信チャンネルの利得レベルから減算される。
【００２４】
　利得マージンの大きさは、実施形態に従って、Ｃ／Ｉの変化のレートの大きさに比例的
に対応するかも知れない。Ｃ／Ｉの正の変化のレートが大きいならば、チャンネル状態は
、Ｃ／Ｉの正の変化のレートが小さいときよりも、より速いレートで向上している。従っ
て、予測的な方法で、チャンネル状態は、Ｃ／Ｉの大きな正の変化のレートに伴ってチャ
ンネルにおいて推定されたものよりも、遥かに小さい最終の利得レベルを要求する。そう
いうものとして、利得マージンの大きさは、Ｃ／Ｉの小さな正の変化のレートに伴うチャ
ンネル状態においてよりも、Ｃ／Ｉの大きな正の変化のレートに伴うチャンネル状態にお
いて、より大きくなり得る。利得マージンを減算するこの効果を目的として、通信チャン
ネルのデータレートは、実施形態に従って、増加することができる。データレートは、Ｃ
／Ｉの変化のレートが正であるとき、チャンネル状態が向上しているので、増加すること
ができる。従って、予測的な方法で、チャンネルは、より高いデータレートで通信リンク
を維持することが可能である。通信チャンネルのバワーレベルは、利得マージンを減算す
ることの効果を目的として、実施形態に従って、減少させられてもよい。パワーレベルは
、Ｃ／Ｉの変化のレートが正であるとき、チャンネル状態が向上しているので、減少され
得る。利得マージンを減算する効果を目的として、実施形態に従って、パワーレベルは、
減少させられることができ、且つデータレートは、同時に、増加されることができる。従
って、予測的な方法で、チャンネルは、同じデータレートで且つより低いパワーレベルで
、通信リンクを維持することが可能である。
【００２５】
　Ｃ／Ｉの変化のレートが負であるならば、利得マージンは、実施形態に従って、通信チ
ャンネルの送信のための最終の利得レベルを形成するために通信チャンネルの利得レベル
に加算される。Ｃ／Ｉの変化のレートが負であるとき、チャンネル状態は劣化している。
例えば、Ｃ／Ｉの変化のレートは、時刻５９１及び５９２で負である。Ｃ／Ｉは、時刻５
９１及び５９２で減少している。従って、実施形態に従って、利得マージンは、時刻５９
１及び５９２で通信チャンネルの送信のための最終の利得レベルを形成するために通信チ
ャンネルの利得レベルに加算される。
【００２６】
　利得マージンの大きさは、実施形態に従って、Ｃ／Ｉの変化のレートの大きさに比例的
に対応することができる。Ｃ／Ｉの負の変化のレートが大きいならば、チャンネル状態は
、Ｃ／Ｉの負の変化のレートが小さいときよりも、より速いレートで劣化している。従っ
て、予測的な方法で、チャンネル状態は、Ｃ／Ｉの大きな負の変化のレートに伴ってチャ
ンネルにおいて推定されたものよりも、遥かに大きい最終の利得レベルを要求する。その
ように、利得マージンの大きさは、Ｃ／Ｉの小さな負の変化のレートに伴うチャンネル状
態においてよりも、Ｃ／Ｉの大きな負の変化のレートに伴うチャンネル状態において、よ
り大きくなり得る。時刻５９１での負の変化のレートは、時刻５９２での負の変化のレー
トより小さい。従って、時刻５９１での利得マージンの大きさは、実施形態に従って、時
刻５９２での利得マージンの大きさより小さい。
【００２７】
　利得マージンを加算することの効果を目的として、通信チャンネルのデータレートを、
実施形態に従って、減少することができる。Ｃ／Ｉの変化のレートが負であるとき、チャ
ンネル状態が劣化しているので、データレートを減少することができる。従って、予測的
な方法で、チャンネルは、フレーム消去を回避しながらも、より低いデータレートで通信
リンクを維持することが可能である。更に、利得マージンを加算する効果を目的として、
通信チャンネルのバワーレベルを、実施形態に従って、増加することができる。Ｃ／Ｉの
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変化のレートが負であるとき、チャンネル状態が劣化しているので、パワーレベルを増加
することができる。利得マージンを加算することの効果を目的として、データレートを、
減少することができ、且つパワーレベルは、同時に、減少することができる。従って、予
測的な方法で、チャンネルは、同じデータレートで且つより高いパワーレベルで、通信リ
ンクを維持することが可能である。
【００２８】
　送信器及び受信器の間のチャンネル状態は、動的であり得る。速いフェージング状態は
、高移動度状態と呼ばれてもよく、且つ遅いフェージング状態は、低移動度状態と呼ばれ
てもよい。図６を参照すると、チャンネルのＣ／Ｉ状態の例が示されている。例えば、時
間帯６１０で、チャンネルは、速いフェージング状態にあってもよく、且つ時間帯６２０
で、遅いフェージング状態にあってもよい。平均のＣ／Ｉ６０１は、ある期間に亘るチャ
ンネルの平均のＣ／Ｉである。チャンネルの瞬間のＣ／Ｉ６０２は、様々な時刻で平均の
Ｃ／Ｉ６０１と交差する。瞬間のＣ／Ｉ６０２が平均のＣ／Ｉ６０１と交差する回数は、
時間帯６２０に対応する遅いフェージング状態よりも、時間帯６１０に対応する速いフェ
ージング状態における方が高い。瞬間のＣ／Ｉ６０２が平均のＣ／Ｉ６０１と交差する回
数は、通信システム１００における通信チャンネルの移動度レベルに比例することができ
る。従って、受信器４００の移動度レベルは、瞬間のＣ／Ｉ６０２が平均のＣ／Ｉ６０１
と交差する回数を決定することによって、決定され得る。
【００２９】
　実施形態に従って、通信システム１００における通信チャンネルの移動度レベルは、チ
ャンネルの瞬間のＣ／Ｉがチャンネルの平均のＣ／Ｉ６０１と交差する回数を決定するこ
とによって、決定され得る。移動度レベルは、移動度閾値と比較され得る。移動度閾値は
、低移動度レベルに対応することができる。移動度レベルが低移動度閾値に適合するなら
ば、通信システム１００における送信器及び受信器４００の間の通信チャンネルの利得レ
ベルは、実施形態に従って、Ｃ／Ｉの変化のレートに基くことができる。移動度レベルが
低移動度閾値の下にあるならば、チャンネル状態は、低移動度状態に対応する。低移動度
状態で、チャンネル状態は、ゆっくり変化することができ、こうして、実施形態に従って
、予測的な方法で、チャンネルの利得レベルをＣ／Ｉの変化のレートに基づかせる。
【００３０】
　図７を参照すると、流れ図７００は、本発明の種々の側面を実施するために追従するこ
とができる。ステップ７０１で、受信器の移動度レベルは、決定されてもよい。移動度レ
ベルは、ステップ７０２で、低移動度閾値と比較される。低移動度閾値は、低移動度レベ
ル状態に対応することができる。移動度レベルが低移動度閾値より小さいならば、チャン
ネルＣ／Ｉが変化しているレートは、ステップ７０３で、決定される。ステップ７０４で
、受信器４００における制御システム４１０のような制御器は、Ｃ／Ｉの変化のレートが
正であるか負であるかを決定してもよい。ステップ７０５で、変化のレートが正であるな
らば、利得マージンは、実施形態に従って、チャンネルの最低の利得から減算される。ス
テップ７０６で、変化のレートが負であるならば、利得マージンは、実施形態に従って、
チャンネルの最低の利得に加算される。チャンネルは、調節された利得レベルで送信され
ることができる。
【００３１】
　技術的に熟達した人達は、この中に開示された実施形態に関連して説明された、種々の
実例となる論理ブロック、モジュール、回路、及びアルゴリズムステップが、電子的ハー
ドウェア、コンピュータソフトウェア、又は両方の組合せとして実施できることを、更に
正当に評価する。このハードウェア及びソフトウェアの互換性を明確に図示するために、
種々の実例となる構成要素、ブロック、モジュール、回路、及びステップは、その機能性
の点から一般的に前に説明した。このような機能性がハードウェア又はソフトウェアとし
て実施されるかどうかは、全体的なシステムに課せられる特定の適用及び設計の制約条件
に依存する。熟達した技術者は、各特定の適用範囲に対して種々の方法で説明された機能
性を実施し得るが、このような実施決定は、本発明の範囲から離脱して生じさせるものと
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解釈されるべきではない。
【００３２】
　この中に開示された実施形態に関連して説明された、種々の実例となる論理ブロック、
モジュール、及び回路は、汎用プロセッサ、ディジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定
用途集積回路（ＡＳＩＣ）、現場プログラム可能ゲートアレー（ＦＰＧＡ）若しくは他の
プログラム可能論理装置、個別ゲート若しくはトランジスタ論理回路、個別ハードウェア
構成要素、又はこの中に説明された機能を行うために設計されたそれらの任意の組合せ、
を用いて実施され又は行われることができる。汎用プロセッサは、マイクロプロセッサで
あってもよいが、代案として、プロセッサは、任意の従来のプロセッサ、制御器、マイク
ロコントローラ、又は状態マシーンであってもよい。プロセッサはまた、計算装置の組合
せ、例えば、ＤＳＰ及びマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳ
Ｐ中核と組合せた１つ以上のマイクロプロセッサ、又は任意の他のこのような構成であっ
てもよい。
【００３３】
　この中に説明された実施形態に関連して説明した方法又はアルゴリズムのステップは、
ハードウェアに、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールに、又はその組
合せに、直接に具現化され得る。ソフトウェアモジュールは、ＲＡＭメモリ、フラッシュ
メモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジスタ、ハードディ
スク、着脱可能ディスク、ＣＤ‐ＲＯＭ、又は技術的に周知の任意の他の形式の蓄積媒体
に存在してもよい。例示的蓄積媒体は、プロセッサが蓄積媒体から情報を読み出し、蓄積
媒体へ情報を書き込むことができるような、プロセッサに結合される。代案として、蓄積
媒体は、プロセッサに内蔵のものでもよい。プロセッサ及び蓄積媒体は、ＡＳＩＣに存在
してもよい。ＡＳＩＣは、ユーザ端末に存在してもよい。代案として、プロセッサ及び蓄
積媒体は、ユーザ端末に個別構成要素として存在してもよい。
【００３４】
　先の好ましい実施形態の説明は、技術的に熟達した任意の人が、本発明を製品化し又は
使用することが可能になるように提供される。これらの実施形態への種々の変更は、技術
的に熟達した人達には、即座に明白であり、且つこの中に規定された包括的原理は、創意
に富む能力を使用しなくても他の実施形態に適用され得る。このように、本発明は、この
中に示された実施形態に限定されるように意図されるものではなく、この中に開示された
原理及び新規な特徴とは矛盾しない最も広い範囲と一致するものである。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】図１は、本発明の種々の実施形態に従って、動作することが可能な通信システム
を図示する。
【図２】図２は、例示的順方向リンクチャンネル構造を図示する。
【図３】図３は、例示的逆方向リンクチャンネル構造を図示する。
【図４】図４は、本発明の種々の実施形態に従って、動作することが可能な、移動局及び
基地局において動作するための、通信システム受信器を図示する。
【図５】図５は、例示的チャンネルＣ／Ｉ状態及び関連するチャンネル利得レベルを図示
する。
【図６】図６は、様々な移動度レベルでのある期間に亘る例示的チャンネル平均Ｃ／Ｉ状
態及び瞬間チャンネルＣ／Ｉレベルを図示する。
【図７】図７は、種々の実施形態に従って通信チャンネルの利得レベルを制御するための
流れ図を図示する。
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